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文教・警察常任委員会

平成25年(2013年)７月１０日（水）
教育委員会事務局教育総務課

▽

現行計画（滋賀県教育振興基本計画）の進捗状況について

Ｉ総括

滋賀県では、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、平成２１年７月

に「滋賀県教育振興基本計画」（計画期間：平成２１年度～平成25年度）を策定し、「未来を拓く

心豊かでたくましい人づくり～みんなで支えあい自らを高める教育の推進～」を教育の基本目標

とし、「子どもたちの『生きる力』を育む｣、「社会全体_で子どもの育ちを支える｣、「学びあい、

支えあう生涯学習社会をつくる」という３つの観点を柱に教育施策を進めてきました。

「子どもたちの『生きる力』を育む」という観点からは、子どもたちに「確かな学力｣、「豊か

な心｣、「健やかな体｣、「滋賀の自然や地域と共生する力」を育むことを重点に据え、少人数学級

編制の実施や学校給食における地場産物の使用等の施策に加え、職場体験を行う中学生チャレン

ジウイークやびわ湖フローティングスクール事業等、体験を通じた学びにかかる施策などを展開

してきました。

「社会全体で子どもの育ちを支える」という観点からは、「家庭教育はすべての教育の原点」

との認識のもと、家庭や地域の教育力の向上を図り、学校、家庭、地域、企業等がそれぞれの役

割に応じて力を発揮し、互いに連携・協力して、社会全体で子どもの育ちを支える環境づくりを

進める施策を実施しました．

「学びあい、支えあう生涯学習社会をつくる」という観点からは、県民一人ひとりが生涯を通

して主体的に学び、学びの成果を自らの生活や仕事に活かすことによって、心豊かでいきいきと

自立した人生を築くことを目指し、学習情報の提供や学習相談の充実、県内の図書館のネットワ

ークの充実などの施策実施により、県民の生涯学習支援に努めました。

これらの施策のうち、成果指標・事業目標として掲げている28の項目中、平成24年度実績ベ

ースで約８割がＡ評価蕊と、基本目標の達成に向けて一定の成果を上げています。

しかし一方で、未だ達成できていない課題が残るほか、この間の大きな社会変化等を受け新た

に発生した課題も多く存在します。今後もさらに、子どもたちの「生きる力」を育むための取組

や子どもの育ちを支える取組、生涯学習社会づくりに向けた取組を進めていく必要があります。

※Ａ……年度目標達成or最終目標に向け数値改善or数値維持(最終目標が現状維持）
Ｂ……年度目標末達成ｏｒ前年より数値悪化or数値に改善がみられない

Ｎ……実績値なし・集計中
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Ⅱ柱ごとの総括

ロチヒも彪乞の「生きる力」を育む

１「確かな学力」を育む

１施策の展開と課題

（１）指導方法のエ夫ときめ細かな指導の実施く教職員課、学校教育課＞

○３５人学級編制の対象学年の拡大（小学校１～２年生、中学校１年生。小学校３年生、小

学校４～６年生のうち１学年と中学校２～３年生で少人数指導との選択）や少人数指導の実

施を行うことにより、きめ細かな指導に向けた教育環境の充実を図ってきました。』､中学校

全学年の３５人学級編制の実施に向けた検討や、国へ学級編制の標準の引き下げによる教職

＝の充実を働ナていく必要があり‐曰

○幼稚園の教育課程の充実および幼稚園教育と小学校教育の円滑な接続について、研究とそ

の成果の普及に努めたことで、改善が進んでいます。 ｸﾞ｡､’ｆ ′｣、二」ｚこおける教育課程

菫について具体的な取組施に努める必要がありま

○「滋賀県確かな学力向上プラン」を策定し、各教科等において思考力・判断力・表現力を

育むため、言語活動の充実とその評価に取り組んできました。同プランでは、共通テーマに

かかる課題を、小・中を通し、それぞれの教育段階に応じた形で実践するとともに、地域全

体で児童生徒の学力向上を図るという視点から、学習支援活動の推進も行ってきました。ま

た、事業の実施にあたっては、県教育委員会、市町教育委員会Ｙ推進校が役割を明確にして

共通実践を行いました。これらの取組を通じて、児童生徒の学力の向上が図られてきました。

各やのつながりを－童してこれらの取をさらに進め弩2授業改善

に引き続き取り組んでいく必要がありま

○高等学校においても、分割授業やチームテイーチング等の導入や学校独自科目（学校設定

科目）の設置など、工夫改善を進めています。 今後も優れた実践例の共有を図りながら、そ

ぞれの凹凸・勤..。した鈩導改善進めていく必要
⑱

:~~~~－－~--.-~￣~-------．~~－－~~~－－~~~￣~~--.-.-．￣------~~~~~~~~~￣--．~.~~~~~－－－－ｉｌ◆計画期間の主な事業実績

1.35人学級編制の対象学年の拡大(小学校1～２年生､中学校1年生｡小学校３１
１年生､小学校4～6年生のうち1学年と中学校2～3年生で少人数指導との選｜
｜択)(平成25年度~）
’・「学びの芽生え育み事業」の実施（平成22年度～）

叶・「滋賀県確かな学力向上プラン」の策定（平成21年度）

｜・言語カアツプ推進事業の実施（平成22年度～平成24年度）

１.学力向上アプローチ事業の実施（平成25年度～）

．・県立高等学校学力向上・評価研究指定校事業の実施（平成25年度～）

（２）課題解決的な学習や探究的な学習の充実く学校支援課、学校教育課＞

○総合的な学習の時間や特別活動等が、学校生活全体を通じた豊かな人間性、社会性、「生
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野学校がより一層充実した学習活動を実現できるよう、きる力」の育成につながっています。

の活用等について支援し、学校と運今後も指導計画の作成や、地域の施設・人 祷して取組

を進めていく必要がありま

○高等学校では、高大連携による研究活動や、地域企業等と連携した商品開発、インターン

シップなどの取組等を継続的に実施することにより、生徒の課題解決的能力の向上を図って

います。今後も、各機関と連携しながら探究的な学習の充実を進めていく必要があります。

○特別支援学校では、主体的に問題解決に取り組む資質や能力を育成すること等を目標に、

芸術や進路学習等において社会人講師を活用し、その経験や専門性を生かした学習活動をす

すめています。また、総合的な学習の時間では、栽培活動や地域交流など、各学校での工夫

今後も個々の障害に応じて課題設定を行い、主体的に課題した活動が充実してきています。

解決できるように教育内容の充実を図る必要がありま

~－．－－－－~~.~.~.~.一一~--.--~.~￣~~．~－－~､---.-~~~~~~~~~~~~~－－－－~､－－~-.--.-~.~－－－~-号~1
1-◆計画期間の主な事業実績

｜・県立学校学習活動支援事業の実施(社会人講師の招聰､課題研究の推進､総合｜
Ｉ的な学習の時間の実施支援）

（３）教育課程のエ夫と特色ある学校づくりく学校支援課、学校教育課＞

○確かな自己実現支援事業による体験的･問題解決的な教育活動や、アクティブハイスクー

ル支援事業による特色ある学校づくりや体験活動により、各学校の特色を生かした魅力と活

力ある学校づくりが進められています。

満足度の高い体験を伴う活動を増やす竿、取組内容を一層充実させる必要があります

○中高一貫教育校では、計画的・継続的な教育課程や、中学校における特色ある学校設定科
O

目により、思考力、判断力、表現力が豊かな生徒の育成が図られています。中高一貫教育校

実を図る必要がありますした教育課 の一層の

○魅力と活力ある学校づくりに向けて「滋賀県立高等学校再編計画」を策定しました。計画

に基づく再編の実施に向け、着実に進めていく必要がありま

!◆計画期間の主な事業実績

｜・確かな自己実現支援事業の実施（平成23年度～）
Ｉ・アクティブハイスクール支援事業の実施

｜・「滋賀県立高等学校再編計画］の策定（平成24年度）
0句一一一一一一一・－--.－．－－－．－－－－－－－－－．-------⑤‐■－－－■－．－－－－－や－．－－－Ｂ＝＝＝=－－－－－－－．－．－．---------.-----.－．－．－■－－－－－．－凸一■－J

（４）情報活用能力の育成く学校教育課、総合教育センター＞．

○教育用コンピュータ等の整備や教育情報ネットワークの運用を適切に実施し、生徒の情報

活用能力の育成に資する環境整備を行っています。また、教員に対しても情報機器や情報通

信ネットワークについての研修を行い、ＩＣＴを利活用した授業の構築に努めています。

○高等学校の教科「情報」では、情報機器の基本的な操作とともに、情報活用能力や情報モ

ﾗﾉﾚを育成しています。

３
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もに、ネットワーク上のルールやマナー、メデ アリテラシーの学習等を進め 情報社会で

していく必要があります。

i￣￣・￣●￣｡￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣・￣￣－．－．－●￣￣￣￣￣￣￣￣－－－－．－－－－．－．－．－Ｂ一・一●－－．－－－－－－．－－■－－－－－－－．－－一････■－．－■－－－－－．－口－－－－－－－．－◆一・

｜◆計画期間の主な事業実績

｜、教育情報ネットワークの更新(平成24年度）,－－－－－－－．－－－－－-－－－－．－－－－－．－－－－－－－－－．－－．－－－－－！

（５）国際教育の推進く学校教育課＞

○高校生海外相互派遣事業では、コミュニケーション能力を高めるとともに、国を越えて互

いに理解し合う態度の育成や、日本人としてのアイデンティティの確立につながっています。

また、英語学習に対する自信やモチベーションの向上にもつながっています。

○将来活躍できるグローバル人材を育成することを目的に、外国語能力強化地域形成事業を

実施し、英語の使用機会を増やすことで、学習意欲の向上と生徒の英語力の向上を図りまし

た。小中高の各校種で、小中高を通じた系統的な英語学習を意識した授業づくりが進んでい

ます。また、語学指導外国青年（ＡＬＴ）招致事業を通じて、生徒の外国語能力が向上し、

国際理解が深まっています。

○小学校の外国語活動の効果的な実践を研究し、教材の効果的な活用方法や評価､､指導体制

の在り方を検討することで、小学校から中学校への外国語教育の滑らかな接続と外国語教育

の充実を図ってきました。授業改善に力を注いだ結果として、児童の学習意欲や理解の向上

、

につながっています。 、取組を司匡Dｉ

発信することも必要です。

○今後も、児童生徒が自己の確立を図り、広い視野をもって異文化を理解し、これを尊重す

る態度や コミュニケーシ

的に行動するための基礎的な態度・能力の

Ｌｇ める必

￣~~~~~~~~~~~~~~~--.~￣~－．－－－~.~~~~~~－－~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~--.----~､--.-~~~~~~~￣--.----1
1◆計画期間の主な事業実績

｜，外国語活動ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ事業の実施(平成22年度）
ｉ・外国語教育プロモート事業の実施（平成23年度～平成24年度）

，.語学指導外国青年（ＡＬＴ)招致事業の実施
｜

｜・外国語能力強ｲﾋ地域形成事業の実施（平成24年度・平成25年度）
０－－－－■－－－の－－－■－■－－－■－－－．－－－－－－－･＝･－■－■－■-------■-.-の－－－□－．－．－－－－－－－．-.－．---.---.-------.-.－－－．－－－．－－－．－－－＝－」

（６）外国人児童生徒への学習支援く教職員課、学校教育課、総合教育センター＞

○外国人児童生徒が在籍する小・中学校および県立学校に対し、教員の加配または非常勤講

師の派遣を行い、日本語指導や生活適応指導の充実を図っています。指導教員の語学能力の

囚、等を理果して、く必』

○外国人児童生徒コミュニケーション支援事業により、外国人の子どもたちが母語で自分を

表現することができ、精神的に安定して行動、生活できるようになるとともに、担任等が保

護者と意思疎通を図れるようになり、学校と家庭との信頼関係をさらに深めることができて

４



います。 日

○帰国・外国人児童生徒受入促進事業により、指定地域における帰国・外国人児童生徒の公

立小・中学校への円滑な受入が進んでいます。また、連絡協議会を通して、県および市町の

実践や、国際理解教育の実践方策等についての共有が進み、外国人児童生徒教育に関わる教

師の姿勢についても理解を図ることができています。

○日本語指導が必要な児童生徒の中には、日本国籍の者がおり、外国人児童生徒の捉え方を

必要があります。また 高等学校進学を希望する外国人児童生徒に 寸するサポートに

●￣￣字■■■￣￣ｃ￣■￣■￣■■■■￣■■■￣￣￣■■■■￣●￣￣￣■￣■'■■■■■－－－ｐ－■－．－■■■■､。－－－■■■■－■■■－■■■の一向一■■■■■■■■■－－．－．－④－．－．－－－－－■■■■■■■■－－－■■■－■■■巴一■－－－■.．．.．－－－．－ｃ－．－．．．．．

’◆計画期間の主な事業実績
’・日本語指導のための加配教員の拡大

１．ほっとサポート事業の実施（～平成22年度）

’・外国人児童生徒ハートフル支援事業の実施（平成23年度～）

１．外国人児童生徒コミュニケーション支援事業の実施（平成24年度）

ｉ・帰国・外国人児童生徒受入促進事業の実施(～平成２４年度）

’・公立学校における帰国･外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業の実施｜

｜（平成25年度～）

．・外国人児童生徒教育支援事業の実施（平成23年度)

ｉ・外国人児童生徒すこやかサポート支援事業の実施（平成25年度）
Ｌ－■－－－．－．－．－－－－－－－.－．－．－．－－－字一一一一一．－．－－－－－－－－－．－の－．－．－．－口－．－－－－－－－－－．－－－－-----.-.-.-.---1.-.-｡＿⑤－．－．－－－－－－－」

特別支援教育の推進く学校支援課、教職員課＞

これまでに、知肢併置特別支援学校における児童生徒増加への対応策のとりまとめを行い

（７）特別：

○これ１

ました。

ります。

○通級指導教室については、従来の言語の通級指導教室（県下２３校）に加えて、ＡＤＨＤ

やＬＤ等の発達障害のある児童生徒を対象とした新たな通級指導の研究を進めるため、小学

校で２７校、中学校で５校の計32校で通級指導教室を設置しています。今後も通級指導教室

○特別支援教育巡回チームの派遣や個別の指導計画作成等に向けた支援の実施により、教職

員の指導力が向上しているほか、小・中・高等学校における個別の指導計画および個別の教

育支援計画の作成学校数が年々増加しているなど、特別支援教育の総合的な推進を図ってい

ます。

○ 安のｌ特別な教育的支援を受

成した個別の指導計画」の割合、「特別な教育的支援を受

成した個別の教育支援計画」の割合を高めていく必要があります。

○入院療養中の小・中学生に対する巡回訪問指導員の派遣や医療的ケアを必要とする児童生

徒等に対する看護師の配置・派遣などの学習支援を図っています。

５



や

○就労開拓支援員や教育充実支援員の配置により、高等養護学校生徒の企業就職率が向上し

ています。しかし、 字校全Ⅱ 固々の生徒の希望

織菜的目立がすすUn 霜、奇0

侍別支援字校卒業生の業的自立を実覇

堵に関する情報を収其Ｉと閃'わ

ｉ‐￣￣￣￣－．－￣－．－￣￣￣￣￣－．－￣－．－￣￣●￣￣－．－￣－．－．－．－￣￣■－．－．．口･●￣●￣￣－．－￣－．．－－．･･･・￣￣￣￣＝・￣￣￣■￣・￣●－．．－－￣￣・￣｡￣・￣･￣●￣●￣■￣￣￣･￣●￣￣

｜◆計画期間の主な事業実績

，.「知肢併置特別支援学校における児童生徒増加への対応策について」とりまとＩ

ｉめ（平成23年度)、一部改正（平成24年度）

・・学校生活サポーター(～平成23年度)、スクールアシスタント(平成24年度)を’

１県立中･高等学校へ配置
｜

’・特BUな教育的支援を必要とする児童生徒の｢個別の指導計画｣作成とその活用｜
｜の推進等のため､県立高等学校10校にｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣(平成23年度~）１
１.特別支援教育巡回チームの学校への派遣（平成21年度～）

ｉ・病弱巡回訪問指導教員を病院へ派遣
Ⅲ

‘・要医療的ケア児童生徒等学習支援事業による看護師派遣

｜・就労開拓支援員の設置(平成23年度）
｜・教育充実支援員の設置（平成24年度）
￣￣■1-｡￣■￣●￣■￣｡■■■ロー印一一一一一一一ロー■I■■■I■■Ｃ－Ｃ－●￣●－，－￣￣｡￣1■￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣■■■■●￣■￣●‐■.Ⅱ■■ロⅡ■■￣￣｡■￣■■■■￣￣￣￣■■■■￣￣●■■■￣￣■＝■￣●■■■ｂⅡ■■｡￣￣￣●￣●￣￣￣￣＝■￣

２成果指標・事業目標の状況

’ 評価区分

H211H221H23H24

冊
３環境の変化

●

・国による小学校１年生の３５人学級編制の法制化（平成23年度）

６

指標・事業
当初実績

(～H20）
H24実績 H25目標

評価区分

H2１ H2２ H2３ H2４
所管

１ 少人数学級編制の実施

<小＞１～３年およ

ぴ他の１学年
<中＞１年

(H20）

<小>２，３年およ

ぴ他の１学年
※１年は、国によ

り学級編制の標
準が35人に引き

下げられた

<中＞１年

で少人数学級を鮭
線実施

<小〉１～３年およ

ぴ他の１学年
<中＞１年
で少人数学級を継

綱実施 Ａ Ａ Ａ Ａ 教職員課

２

｢全国学力・学習状況

鯛査」の結果を分析し

策定した学力向上策を
もとに、授業改善に取

り組む学校数

全公立小・中学校
で学力向上策を策
定

(H20）

全公立小・中学校
で授業改善の取組
を実施

継続実施 Ａ Ａ Ａ Ａ 学校教育課

３

障害のある子どもにつ

いて「個別の指導計
画」を作成している割
合

｢個別の教育支援計

画」を作成している割
合

小96.1飴

中97.0船

高14.3％

(H20）

小29.4％

中35.0％

高10.2％

(H20）

小100％

中100％

高77.6％

冊
冊
船

３
０
１

７
９
３

９
９
５

小
中
高

小100％

中100船

高５０％

小７０％

中７０％

商５０％

Ａ

Ａ

巳

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

学校支援課

学校支援課



｡

･国による小学校２年生の３５人学級編制のための加配配置（平成24年度）

･子ども・子育て関連３法の改正

･学習指導要領全面実施（小学校：平成23年度、中学校：平成24年度）

･幼稚園教育要領全面実施（平成21年度）

･高等学校新学習指導要領学年進行で実施（平成25年度）

･特別支援学校学習指導要領全面実施（小学部：平成２３年度、中学部：平成２４年度)、高等

部知的障害全面実施・知的障害以外学年進行で実施（平成25年度）

･障害者基本法一部改正（平成23年度）

・障害者雇用率引き上げく民間企業1.8%→2.0%、国・地方公共団体等2.1%→2.3%、都道府県

等の教育委員会2.0%→2.2%＞（平成25年度）

７



●

１施策の展開と課題

（１）規範意識など社会性の育成く森林政策課、食のブランド推進課、教職員課、学校教育課、
警察本部、びわ湖フローティングスクール＞

○「うみのこ」や「やまのこ｣、「たんぽのこ」といった体験学習を通じて、人と自然の共生

や規範意識、豊かな人間関係、思いやりと協力し合う心が育成されています。

○不登校、中途退学等の学校不適応児童生徒の問題、いじめ、暴力行為等の課題解決のため、

加配教員の配置やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクーリング・ケ

アサポーター、不登校対応支援および生徒指導緊急特別支援員を派遣・配置し、校内指導体

制、教育相談体制の充実を目的とした様々な取組を実施しています。その結果、公立小・中

学校の不登校在籍率は減少傾向にあるとともに、暴力行為もやや減少しており、生徒指導上

の課題解決につながっています。

○中学生・高校生を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」の実施により、生徒達が命の大切

さの認識や規範意識が向上しています。

○公立小学校の不登校児童生徒在籍率は減少傾向にあるものの、全国値に比べ高位で椎移し

ていることから、

○ｋ)じめは子どもの命に関わる重大な問題であるとい
－

共通理解のも と、学校だけではなく

庭・地 関係機関との連携を一層強化して取り組む必要があります。また、いじめの

期発 対応のためにも 教員の園 と力量を高め、子どもたちのＳＯＳを見逃さない

ようにする必要があります。加えて 国人での抱え込みを防ぎ、組織的な対応ができる

校内体制を構築する必要がありま

l~￣~－－~~･￣￣･－．－－･￣･￣－－．－~￣~￣￣~･￣￣~－．－－．－．－￣･-....-.~￣･~･￣~－－~.~~￣~￣~￣~￣~･－．－.~￣~－－－.~~￣~￣~･~~~･１

１◆計画期間の主な事業実績
Ｉ.いじめ対応教員の新規配置（平成25年度）

１．いじめ問題対応専門員の新規配置（平成25年度）

｜・滋賀県いじめから子どもを守るための対策本部の設置(平成24年度）
｜・滋賀県いじめ対策研究チーム会議の設置（平成24年度）

｜・｢命の大切さを学ぶ教室」推進事業の実施（平成23年度～）・’
1.-p－－－－－中一・－------■－．－－－－－－－－－－－．－－－．－－－．－ローc－－－■－．－．－－－－－．－－－．－－－．－．－－－．－－－－－.-----.-凸－－－．－．－．－．－の＝＝＝＝＝=＝」

（２）勤労観・職業意識を養い、社会での自立を目指す教育の推進く総務課、労働雇用政策課、

学校教育課＞

○中学２年生が５日間の職場体験を行う「中学生チャレンジウイーク」の実施によって、中

学生が自分の生き方を考え、今後の進路選択や将来の職業人としての生き方を見つめる貴重

な体験、機会を設けることができています。

○普通科高校におけるキャリア教育を推進するため、外部講師の積極的な活用と就業体験を

８

Ｌ

、子どもおち｡「生きる力」竃育む

２「豊かな心」を育む

可



実施し、着実に勤労観･職業意識を育成しています。また、専門学科においては、就業体験

等により地域産業と連携した実践的な職業教育が進んでいます。

教育・職業教育により生徒の職業に関する理解を深めると同時１に関する理解を深めると同時に、小中高を通しての系統的

なキャリア教育を実施することで、学校から社会・職業への移行をより円滑にしていく必

があります。

○高等学校卒業予定者に対して、新規企業の求人開拓や面接指導等の就職支援を行うととも

に、ヤングジョブセンターにおいて、求人情報の提供や相談に努めたことにより、若者の職

用情続く・・ヨ｣も業意識の形成と就職につながっています。

者に対するよりきめ細やかなサービスの実施や求人開拓等により、若年者の就業支援の

実を図る必要がありま

I~￣~￣~￣~￣~￣~－－…･…~￣~￣~￣~￣~￣~------.---~￣~￣~￣一・一.~－－~￣~￣~-.~￣~￣~￣~￣~－－~￣･~･･￣－．－．－－･~~￣￣￣~－１

１◆計画期間の主な事業実績
｜・公立中学校２年生における５日間以上の職場体験の実施

｜・普通科におけるキャリア教育推進事業の実施(平成23年度~）

｜・私立高校生就職支援業務委託の実施(平成21年度~平成24年度）
｜・｢おうみ若者未来サポートセンター」の開設（平成23年度）
￣￣￣￣■￣￣￣￣■■■－■■■－■■■■■■■■■￣■■￣￣￣●■■■ｂ－Ｃ－Ｃ￣●￣■￣￣－－■■■－■■■－■■■■■■■￣･■■■●■■■Ｂ■■■⑤－－－■■■■■■￣￣￣●￣■￣￣￣■■■■￣■■■－■■■－－￣￣￣■■■●￣｡￣ロー￣■■■■■■■■■■■■－■■■－－￣■■■Ⅱ■￣■■■■￣￣￣￣●￣●

（３）思いやりの心の育成く学校教育課＞

○「心の学舎」推進プランにより、道徳の研修会や授業公開・講演会の取組が全県的に行わ

れています。また、道徳教育の研究指定校の優れた実践や成果を研究発表会や研修会、啓発

冊子で積極的に紹介し、県全体の道徳教育の取組向上につなげています。

○小学校と中学校では、児童生徒の発達の段階に応じた道徳の授業づくりに取り組んでいま

すが、授業参観や研究会等を通しての小・中学校の教員の交流が少ないことや、道徳的実践

の場としての地域での体験活動等における小・中学校の連携は十分ではなく今後の課題と

なっています．

q■■－．－Ｐ－－－■■■■■Ⅱ■.．．.．.．．Ⅱ．.．．－．．．．－－．．．Ⅱ．.．．．．．．.．.．．.．.．．.．－－－■,■■.■■,■■・－■■－□－－－－■■■、Ⅱ■■■□－■■－ロー■■■■・-．一・一一■■■Ⅱ■■■■■■■■－－－－－－●￣■￣●￣￣￣￣■■■￣■■■■■￣■■■■■■■■■■■￣￣￣■■■■■'■■■●￣￣￣･■Ｐ

|◆計画期間の主な事業実績′

１．道徳教育総合支援事業の実施(平成23年度~）
Ｏ●､￣￣■□■■---■－~---■---~---■－~'－－－･ロー￣－‐－－－－－●￣●'■□■■￣ｃ･■ＤＣ■■、□■□■■１－~－－－口ﾛ■■~￣￣￣●￣~￣~￣■￣~￣~￣~￣ロー■□■■●￣~￣~'￣~￣■￣￣￣■￣~￣Ｃ－ｃ－■￣Ｃ－Ｃ－Ｊ

（４）人権教育の推進く人権教育課＞

○「子ども輝き人権教育推進事業」等を通して、学校や関係機関等が連携しながら子どもの

人権が大切にされる環境づくりに取り組むとともに、各種教職員研修、実践サポート講座や

人権教育研究大会等の実施により、指導者の正しい理解と認識を深めています。

○自分がかけがえのない存在であるという実感を持てなかったり、孤立感や絶望感を感じて

いたりする子どもたちが依然として多く、自尊感情を高めるための取組を強化する必要があ

ります。

○△権教育を一層推進す

○世代交代が進む学校褒

９



=

プー

１．－－－~~~￣－－－－~--￣－－－~￣~￣~－－~－－－－~－－．－－－－－－~－－－－－．－－－－－－－－－－－－－－－－-－．－－－－－－．－１
i◆計画期間の主な事業実績

｜・｢人権教育推進プラン（改訂版)」策定（平成23年度）

｜・滋賀県人権教育研究推進事業運営協議会の設置(平成23年度）
ｏ￣￣￣￣￣￣￣￣￣－ｍ一●－口￣ローロー■－■---￣￣●￣■－－－■－－－■－－－■－－－●－■－－－■－－－■－●－－－－－■－－－●－の－－－－－ｐ－Ｃ－■－－－－－，－－－■－■－－－■－－－ｍ－－－－－Ｊ

（５）男女共同参画の視点に立った教育の推進く男女共同参画課、学校教育課＞

○男女共同参画社会づくり副読本を小学５年生、中学２年生、高校２年生の全児童・生徒に
毎年度配布しています。

○小学校用および中学校用副読本の改訂を行い、より使いやすく児童生徒に気づきを与えら

れる内容とするとともに、「副読本を活用したモデル授業」を各校種で開催し、教職員の指
導力の向上を図っています。

○性別役割分担意識の解消やデートＤＶの防止をテーマとした教職員向けの講座や中高大学

への出前授業を通して、学校現場における男女共同参画意識の浸透を図っています。
○ ､％肩 庁に中字石Ｚ・高等学校

時間の確保が難しい状況にありま

○ 、 ＶＭｒ－ｂ升ｲ1蓼JR･FZ掌覇

ﾒﾌﾄ畠Ｆ１印尋参ＵｍＩＬ吟巨

丈共同参画の視点に立った教育の推進に努める必要がありま

ｉ~￣・￣~￣・￣･￣￣￣￣-口－．－．－~－－．．－･￣￣･－－．－￣－．－￣￣･･￣~￣ロー￣－．－・￣●－．－－－￣￣￣￣￣￣￣－．－．－●￣・￣･･－－￣￣￣￣￣￣￣－．－￣￣￣￣￣￣￣￣･￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣

|◆計画期間の主な事業実績

｜、副読本の改訂(小学校用:平成21年度､中学校用:平成22年度）

｜・副読本を活用したﾓﾃﾞﾙ授業の開催
１．「これなら学べる！さんかく出前授業」の実施（平成23年度～）

｜・若年層向け啓発セミナーの実施(平成24年度~）
0.-.--.-------－--.--.---.---－－．－－－－－．－－－－－._－．－－－－－．－－－．－－--------------.--....--..----_＿」

（６）情報モラルの育成く学校教育課、総合教育センター＞

○情報社会の進展により、携帯電話やパソコン等を通じたインターネットの利用が児童生徒

に広がっていることを受け、教科等の特質や発達段階に応じて情報モラル教育を推進してい

ます。また、対策検討会等を開催し、関係機関との情報交換を行うとともに、情報モラルの

育成のあり方について検討しており、各種団体との連携による情報モラル教室を実施してい

る学校も多くあります。

○教職員を対象として情報安全教育（情報セキュリティ、情報モラル）についての研修を実

施するとともに、各学校等からの要請に応じて出前研修を実施しています。

○今後も、情報モラルについて考えさせるとともに、インターネット上の有害情報や、個人

情報の流出、知的財産の侵害等について、児童生徒が被害 昔にも加害者にもならないよう

メディアリテラシー教育の充実に努める必要がありま

10



;･￣￣￣￣-.-.-￣--=--￣￣---＝￣＝￣￣￣＝￣￣￣￣￣￣￣･￣･￣￣－－･￣￣￣￣￣､－－￣－．－．－￣￣￣－．－－￣￣￣￣￣￣￣￣￣－゜￣￣－．－．－･･－－￣￣。￣・￣・￣￣￣￣￣･￣￣￣￣￣￣･￣

|◆計画期間の主な事業実績

｜・教職員の情報化推進事業の実施
６－－．－．－．－＝＝ニーニー＝－．－．－．－．－◆－．－．－．－－－．－．－－-－－－－－－－－－－．－.■■□･－．－－－．－－－－－U■－－－－－－－－－－－－－－－－－Ｃ－ｐ－－－－－－－Ｄ－－－－－－－■｡－Ｃ－ｄ

（７）文化・芸術に親しむ心の育成く文化振興課、モノづくり振興課、学校教育課＞

○びわ湖ホールなどにおける青少年向け舞台芸術公演の開催、近代美術館、陶芸の森等にお

ける青少年向け文化・芸術体験､プログラムの提供など、子どもたちが文化芸術を体験する機

子どもたちが文化芸術に触れる取組を全県的に今後も会を創出することができています。

の音 プログラム内容の信の強化、活動を支える拡充していくための情報笑

係機関 化を」。

○高校生芸術文化活動支援員を配置し、高校生の芸術文化活動を支援してきました。平成

２４年度からは、文化庁の「地域発・文化芸術創造発信イニシアチブ」の支援を受け、新設

部門の育成を進めています。高校生の文化部活動では、新たに文芸、郷士芸能、弁論、器

楽・管弦楽の部門が発足し、平成２５年度には吟詠剣詩舞部門を創設します。全国や近畿の

高校生と交流し、感性を豊かにする機会が増えるよう芸術文化に親しむ活動の場を提供する

よう努めています。

○第３９回全国高等学校総合文化祭滋賀大会（平成２７年度）の開催に向け、より一層、高校

文化部の活性化や生徒の技術力等の向上を図っていく必要があります

0－－－－－－－－－－－－－－．－－－．－－－．－－－－－－－－－－－.－－－￣~￣------.--~~~~~~~－－~－．－－．－－－．－－－１

１◆計画期間の主な事業実績

｜・近畿高等学校総合文化祭滋賀大会の開催（平成23年度）

｜・高校生芸術文化活動支援員の配置（～平成23年度）

｜・地域発・文化芸術創造発信イニシアチブ（平成24年度～）

｜・児童生徒芸術文化表彰の実施

Ⅲ.｢滋賀県文化振興条例」の制定（平成21年度）

｜・｢滋賀県文化振興基本方針」の策定（平成22年度）

｜・滋賀次世代文化芸術ｾﾝﾀｰの設立(平成23年度）
｜・世界にひとつの宝物づくり事業の実施
ﾛｰｰ．－．-－－．-－－－－．－－－－－．－－－－－．-----=－牢一一一一一．－－－．－．－．－．－．－－－－－－－－－．－．－．－.－．－－－－－－－■－－－－－－－．－．－．･ﾛ■■－．－．－－－－－.■－－－」

11



▽

成果指標・事業目標の状況２

Ｉ
環境の変化３

･第39回全国高等学校総合文化祭滋賀大会（平成27年度)の開催が決定

●

1２

指標・事業
当初実績

(～H20）
H24実績 H25目標

評価区分

H2１ H2２ H2３ H2４
所管

４

中学生チャレンジ

ウィーク～中学２年生
５日間職場体験～

全公立中学校で実
施

(H20）

98校中98校で実施 継続実施 Ｂ Ａ Ａ Ａ 学校教育課

５

ヤングジョブセンター

滋賀での若年者総合就

業支援事業

支援'二よる就職者

11181人

(H20）

1,839人
就業に結びつく支
援の継続

Ａ Ａ Ａ Ａ
労働雇用

政策裸

６
道徳の授業公開や購演

会等を実施する割合

<小>100％

<中>100％
(H20）

<小>100％

<中>100％

全小・中学校で継
線実施

Ａ

・
Ａ

Ａ Ａ 学校教育課

７
子ども輝き人権教育椎
進事業

推進学区数

22中学校区

交流研修会

６ﾌﾞロック

参ｶﾛ率97.2％
(H20）

推進学区数

24中学校区

交流研修会

６フ・ロック

参ｶﾛ率99.7髄

人権教育推進活動
の内容の充実・推

進学区から他の地

域への活動の広ま

り

Ａ Ａ Ａ Ａ 人権教育課



け

Ｕ子どもだち｡「生きる力」を育む

３「健やかな体」を育む

１施策の展開と課題

（１）体力向上と健康の保持増進くスポーツ健康課＞

○教科体育の充実、指導効果を高めるための指導者研修の開催等、教員の指導力を高めるこ

とで、子どもたちの生涯にわたって運動に親しむ能力の育成につながっています。

○小学校を中心に「体力向上支援委員会」の立ち上げ、「１日３０分運動」の継続的な取組の

奨励、指導者向けの体力向上支援プログラム（ＤＶＤ）の作成と各小学校での活用促進、全

学年を対象にした体力テストの実施と認定証・記録証の配布等により、子どもの体力がわず

かながら向上傾向にあるなど、これらの取組が着実に推進され、成果が徐々に現れてきてい

ます。これまでの取組をさらに充実させ、体力のレベル向上を目指して取り組む必要があり

ます゜

○「運動好きの子どもたち」を増やすために 氏学皇 からの様々な運動経験の家庭における

の推進等に努めていく必要があります促進や ･高等学校においての運動宵

;.~~~~~~~~~.~~~~~.~~~~~~~~~~~~~~~.~￣~~.~￣~~.~－－．－－－~.~~~~~~-.-.~､-.--~－－－.~~－－.~.~~-.-~~~~~~.~~~１
１◆計画期間の主な事業実績

｜・｢小学生１日３０分運動」の継続

｜・体力向上支援プログラム（ＤＶＤ）の作成と利用促進（平成21年度～）

｜・指導者研修会、保護者研修会の開催

｜・新体カテスト認定証・記録証の配布（平成23年度～）

｜・子どもを運動(遊び)好きにするための6つの取組の推進(平成23年度~）１１．

’・運動部活動を活性化するための中体連、高体連事業の充実

｜・地域の優れた外部指導者の活用促進（平成22年度）
■I■￣~￣￣￣■￣｡￣￣￣ロー●￣￣￣■￣●￣Ｃ－Ｃ－Ｃ■■■●￣Ｃ－Ｃ－■￣￣￣￣￣■￣･￣●■■、■￣■１－￣￣･￣■￣￣￣￣－－０■■■ローq■－０■ローﾛ■---□￣￣｡■･■■■'q■■■￣●￣￣￣●￣ローＣ－Ｃ－■､￣￣￣￣￣■￣■1--ロー￣－Ｊ

（２）健康教育の推進くスポーツ健康課＞

○各小中学校において、学校保健アクションプラン（学校モデル）の策定とその活用を推進

し、学校教育活動全体で組織的に健康教育に取り組む体制の構築を進めています。また、教

職員の資質向上のための研修会の開催や手引き等の作成、地域保健との連携により、健康教

育の充実が着実に図られてきています。

○子どもの健康教育の推進を図るためには、学校だけではなく家庭､_地域、関係機関との連

莞が不可欠であることから、今後も地比 した取組を＝層展開していく必要があり

重土‐

0~~~~~~~~~~~~~－－~-----.---.----.－－－－－－－－．－－－--.-~~~￣~~~~~~~－－~￣~--.--.~､-----1

1◆計画期間の主な事業実績

｜・学校保健アクションプラン（学校モデル）の策定（平成22年度）

｜・メンタルヘルスに関する教職員の資質の向上

演習、事例検討を取り入れた研修会の開催（平成23年度～）1.------____________…__-.---.---.---.-----.-.-=---.-----____________--------－-.----.---.
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i､---.----~~~-.~~~~~~~~~.￣~--.-.~.￣~､--.~~~.~~-.~~~.￣－－~￣~.￣~~~￣~~､－－.~.~~-.-~.~~-.-~､－
１学校への専門医派遣、精神科医相談の実施（～平成23年度）

｜・メンタルヘルスに関する課題解決のための組織体制の構築

市町等へのアドバイザーの派遣（平成24年度～）

｜・学校でのアレルギー疾患に対する取組の強化

【滋賀県版】学校生活管理指導表(ｱﾚﾙｷﾞｰ疾患用)､活用のしおりの作成｜
（平成24年度）

｜・飲酒、喫煙、薬物乱用防止教育の推進

１．薬物乱用防止教育推進の手引きの作成(平成23年度），

｜・薬物乱用防止教室指導者講習会の開催(~平成24年度） ！
’・性に関する指導の充実

専門医派遣の実施（～平成23年度）Ⅱ

市町等へのアドバイザーの派遣（平成24年度～）
Ｉ,
￣￣￣￣￣￣■￣■■￣￣■￣■￣￣￣■￣●￣●￣￣￣■－口￣■■￣￣■－－■￣￣■￣￣￣￣￣■￣Ｃ－Ｃ－■￣●￣ロー￣■￣￣￣■－－■￣■■￣￣￣■￣￣￣■￣巳一一一■￣■￣ロー■■￣￣￣ロー■￣●￣■－－■＝■■￣￣■￣■￣●￣Ｃ－Ｃ－■

（３）食育の推進く健康長寿課、食のブランド推進課、スポーツ健康課、びわ湖フローティン

グスクール＞

○栄養教諭の配置、食育推進モデル事業等の取組などにより、朝食摂食率が向上してきまし

た。また、学校給食に地場産物を活用する割合が上昇し、生産者への感謝の気持ちが芽生え

ています。 交給食･へ0

:三食への愛着心を育む必要がありま

○教職員対象の研修会を開催することにより、学校教育活動全体の中で体系的、継続的な食

育推進が着実に推進されています。

ます゜

○児童生徒に望ましい食習慣が身｝

今後も食育推進体制の整備を充実させていく必要があり

効果的な会

○湖の子給食に琵琶湖産・滋賀県産の食材を数多く取り入れ、それを食べることを通して地

産地梢の食育学習を推進しています。 ３０－韮謬に関-1-るうE｢詞

者で組織する、食育「湖の子」守り隊の活用を広げる必要があります。

I~￣■－－－ロー￣￣￣－－－⑤￣￣￣Ｄ－Ｃ－■￣￣－．－■￣■￣~￣￣￣￣￣￣￣￣￣ローーーーーー￣￣￣~￣ｃ－ｃ－･￣の-.-￣￣￣￣●￣~－－－－－－－－－ロー■-----⑤－ロー■－－－－－－一・－－－.■－１

１◆計画期間の主な事業実績
｜・地場農産物が支える学校給食モデル事業の実施（平成21年度～24年度）

｜・学校給食野菜供給拡大事業(平成23年度~）

｜・食に関する指導研修会､栄養教諭連絡協議会の開催(平成21年度~）
｜・湖つ子食育推進事業、湖つ子食育大賞表彰事業の実施（平成21年度～）
､--.----.-___-.-.-.----.-.-.----.-----_________---.--.---------.------___--.--.----1

け
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０｡

２成果指標・事業目標の状況

認価区分

Ｈ２１Ｈ２２Ｈ２３Ｈ２４

△|‘“lm

３環境の変化

・新学習指導要領全面実施（小学校：平成23年度、中学１

.高等学校新学習指導要領学年進行で実施（平成25年度）

中学校：平成24年度）

.第２次食育推進基本計画の策定（平成23年度）

゛

1５

指標・事業
当初実績

(～H20）
H24実績 H25目標

評価区分

H2１ H2２ H2３ H2４
所管

８

｢全国体力・運動能力

調査」の体力・運動能

力値

97.8％

(小５達成率）
全国平均値以上 Ｎ Ｂ Ｎ Ａ スポーツ健康課

９

朝食摂食率
(朝食を毎日または大

体食べる子どもの割
合）

<小５＞97.5％

<中２>93.3％

<高２>88.4％
(H20）

【目標】

<小５＞100％

<中２>97.0％

<高２>95.0％

【実績】

<小５＞97.2％

<中２>94.4％

<高２>91.1％

100％ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ スポーツ健庫鯉

1０
学校給食において地場

産物を使用する割合

２１，９％

(H20）

【目標】２５％

【実績】25.4％
25％以上 Ａ Ａ Ａ Ａ スポーツ健康隈



１施策の展開と課題

（１）地域資源を活用した特色ある教育の推進く交通政策課、学校教育課、文化財保護課、平
心

和祈念館＞

○郷士の歴史、文化や人物等を取り上げた副読本や資料集を作成し、全ての小中学校で活用

されています。

○鉄道でびわ湖を一周する等、公共交通機関の重要性や滋賀の自然、地域文化を学習する機

会を提供することで、地域に愛情をもち大切に守り育もうとする心を養うことにつながって

います。

ための情報提供を図っていく必要があります。

○史跡地内での歴史学習や清掃作業等のボランティア活動、修理現場や史跡地の見学会、文

化財講座などを校内外で実施するなど、地域資源を活用した教育機会の活動を通して、子ど

もたちが多彩な地域文化に触れ、その価値や魅力を理解し、地域文化を大切に守り育む意識

や態度の養成につながっています。

○ の、地現Zのｲ曲ｲ旧lJP輝刀蘂先人の知〕悪に醜

を増やしながら、子どもたちの文化財等の地域における価 や魅力を守り伝え 弧士を愛し

大切にする思いを育んでいく必要がありま

○滋賀県平和祈念館が開館し、学校・地域に応じた県民の戦争体験を教材化する学習プログ

ラムの実施により、平和をねがう心の育成につながっています。今後は、校種に応じた学習

ﾖｵ鱒当奎、

「－．．－~￣~￣~一一・・…~~･･･ローーーーーー￣~￣･￣－．－－．－－．－－~￣~￣~￣~－－－－･￣一･･･.－－－~￣~－－－－－－－－－－－－－－－－－－．－－.－１

ｉ◆計画期間の主な事業実績

｜，中学生ボランティア文化財サポーター事業(平成22年度～）

｜・文化財に関する校内、校外学習のサポートの推進

｜，滋賀県平和祈念館の開館（平成23年度）

’．「もっと知りたい滋賀で学ぶ戦争の記録」の作成（平成23年度）

’・｢滋賀県平和祈念館活用の手引き･実践事例集~今後の学校活用にむけて~｣｜
｜の作成（平成24年度）
．Ｌ－－－．－－－－．－．．－－－－－－．－．－－－．．－－．－－－．－．－－－－-－－－－－－．－－－．－．－．－－－．－－－－．－－－－．．－－－－．－．－－－－－－－－-－－－－．－－－－－－-－－－－－．－－」

（２）自然体験活動と実践的な環境教育の推進く文化振興課、森林政策課、食のブランド推進

課、農村振興課、学校教育課、びわ湖フローティングスクール＞

○森林環境学習「やまのこ」事業、農業体験学習「たんぽのこ」事業、学習船「うみのこ」

によるびわ湖フローテイングスクール事業において、実践的な環境教育に取り組んでいます。

豊かな体験活動につながるよう、学習プログラムのより一層の充実や開発、改善を行う必要

があります。

1６

Ｌ

】子ともおちの「生ぎる力」を育む

４「滋賀の自然や地域と共生する力」を育む

可



勺

○世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策や魚のゆりかご水田プロジェクトにおいて、体験

に基づく子どもたちの環境学習の場が提供されています。

|◆計画期間の主な事業実績
ｉ・

Ｉ・森林環境学習｢やまのこ」事業､たんぽのこ体験事業､びわ湖フローティング’
１スクールの実施、’
'－－－－－－－－．－－－－－---.---.------－-----------－－－－－－－－－－－－．－－－－．－－－－－－－－－－－－」

￣

（３）環境保全意識の醸成く環境政策課、温暖化対策課、食のブランド推進課、学校教育課＞

○小・中・高等学校における環境教育副読本を改訂し、各学校においては、理科、社会科、

家庭科、びわ湖フローテイングスクール学習等において活用されています。今後は、副読本

を活用した授業実践例を紹介する筆、各学校の取組内容の充実を働きかけていく必要があり

ます．．

○全小学校や関係機関に環境に配慮して実践されている滋賀の農業を分かりやすく学べる学

今後も、様々な場面で広く活用し、次代を習教材を作成・配付し、活用を推進しています。

○「環境美化の日」において、環境美化活動の実施や委員会活動を中心とした啓発活動など

全校的な取組になるよう、の実施により可環境保全の大切さを実感することができています。

参考となる取組事例を紹介する等、各学校の取組内容の充実を働: がありま

丈二

○琵琶湖博物館では、年間２００回以上の観察会や体験教室、講座等を開催するとともに、年

間約700校の学校団体の受け入れと体験学習などを実施し、子どもたちが環境について学ぶ

機会を提供しています。

○学校や地域における「低炭素社会づくり授業・講座」の実施や、環境家計簿ＷＥＢサイト

「みるエコおうみ」の提供により、地球温暖化問題についての理解や節電・省エネ行動の普

地球温暖化防止活動推進センターや学校-9-地域等と連携し、低及・促進が図られています。

育成を図炭素社会づくりに向けた環境学習の場づくりや内容の充実、環境学晋 のための

っていく必要があります。

1-~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣￣~－－~￣~￣~－－－．.~･－－－．－~･－．－－－－．－－－~￣~￣~￣~￣~￣~--.-..…~－－．－－~--.,.･…~－－￣１

１◆計画期間の主な事業実績
｜・環境教育副読本小学校用「あおいびわ湖」五訂版の作成（平成21年度）

｜・環境教育副読本中学校用「あおい琵琶湖｣六訂版の作成(平成22年度）

｜・環境教育副読本高等学校用｢琵琶湖と自然｣六訂版の作成(平成23年度）
卜・滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例の制定（平成22年度）

｜・滋賀県環境学習推進計画(第２次)の策定(平成22年度）

｜・滋賀県低炭素社会づくり推進計画の策定(平成23年度）
｜・低炭素社会づくり学習支援事業の実施（平成23年度～）

（４）環境学習の取組の支援く環境政策課、学校教育課＞

1７



＄

刀

○環境教育モデル校の取組とエコ・スクール事業との連携により、学校における環境学習が

着実に推進されています６ 】Jで。Ｆ畠

が持つＮＰＯ等の`情報を学校へ提 することにより、環境学 の取組拡大に努める必要があ

ります｡

○環境学習センターでは、環境学習等Ｉ

し、環境学習の取組を支援しています。

環境学習等に関する相談や図書資料の貸し出し、交流会等を実施

ＮＰＯ、地域団体、企業、各施設や関係機関等とのネットワークの維持拡大に努める必要が

あります。

○持続可能な社会の実現に向けた環境教育の在り方について教員の認識を深め、環境教育に

関する教員の資質向上を図っています。また、人と環境とのよりよい関係を築くために、児

童生徒が探究的に取り組む学習プログラムを開発しています。

○環境保全への実践力や、環境学習での学びを身近な社会・生活に生かしていこうとする態

度の育成のために、環境教育の宿導内容の一層の工夫改善を平ｌＥｒ

0--■－口－－－０■-■､－－－－－－－￣￣~￣~d■■■－０■－－－■￣ロー■￣ﾛ■￣￣￣￣￣■￣￣q■■■D￣~ﾛ■■■－０■￣~＝■￣ロー■￣~￣~￣■￣~￣ﾛ■￣￣￣￣￣￣－－－ＣＯ■■■￣■￣■－０■￣■￣￣￣●￣●･■■■￣~￣~￣~￣可

|◆計画期間の主な事業実績
１．しが環境教育リーディング事業（平成24年度～）

成果指標・事業目標の状況２

■
ｌ

■
■
■
■
ｌ

■
■
■
■
Ｉ

環境の変化３

．「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」の施行（平成24年度）

1８

指標・事業
当初実績
(～H20）

H24実績 H25目標
評価

H2１ H2２

区分

H2３ H2４
所管

1１
郷土の歴史、文化や人物
等を取り上げた副読本や
資料集の活用

副読本や資料集を
全小・中学校に配
付(～H20）

小学校100％
中学校100％

継続実施 Ｂ Ｂ Ａ Ａ 学校教育課

1２ びわ湖フローティングス
クール事業「湖の子」

全小学校で実施
(H20）

全小学校で実施 継続実施 Ａ Ａ Ａ Ａ

びわ湖フ
ローティン

グスクール

1３
森林環境学習「やまの
こ」事業

小学校
(H20）

202校で実施
243校で実施 継続実施 Ｂ Ａ Ａ Ａ 森林政策課

1４
環境教育の先進的取組を
推進（環境教育モデル
枝）

小・中・高等学校
30校をモデル枝に
指定(H20）

小・中・高等学
枝・特別支援学校
36校をモデル枝に
指定

継続実施 Ａ Ａ Ａ Ａ 学校教育課

1５

｢ごみゼロの日」、「ぴ
わ湖の日」、「県下一斉
清掃の日」にあわせた環
境学習や環境美化活動等
の実施率

<小・中>98.2％
<高>100％
(H20）

<小・中>100％
<高>100％

すべての学校で実
施

Ｂ Ａ

Ａ
・

Ａ 学校教育課



◆

ｌ子ども庭埼｡「生きる力」を育む

５信頼される学校をつくる

１施策の展開と課題

（１）地域に根ざした学校づくりく教育総務課、学校教育課、生涯学習課＞

○社会人の科目履修制度や聴講制度において、社会人等に対して特定の科目を学ぶ機会を提

供するとともに、高等学校等開放講座を開設するなど、地域社会に開かれた学校づくりに努

めています。

○教育情報番組や教育情報誌、ホームページなどを通じて、県内の幼小中高、各教育関係機

関の取組内容や教育情報を幅広く発信しています。

○「しが学校支援センター」や学校支援地域本部事業により、保護者や地域住民・企業等が

学校を支援する体制が構築され、学校を核にした地域づくりの取組が進められています。王

どもたちを取り巻く様々な課題の解決や、教員の多忙化などの状況を改善するためには、学

校支援地域本部事業などを更に推進する必要がありま

i~~~~~~~~~~~~￣~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~.~~￣~.~､－－－~~~~~~~~~~~~~~~~~~－－~~~~~~~~~~~~￣~~-1
1◆計画期間の主な事業実績

｜・社会人科目履修制度の実施(大津清陵高等学校(通信制)･瀬田高等学校）

ｉ・社会人聴講制度の実施(信楽高等学校）
｜・教育広報番組テレビ放送（年間３回）

｜・教育広報誌(年間6回)等の発行
I~￣■￣~￣~￣■￣□ロー■￣■･■■－－や￣■￣~￣~￣￣-0■･■■■､￣~￣■￣■￣￣---~￣~￣~－■－■－－－~￣■￣~－－－~￣●･■●￣■|■■D･ﾛｰｰｰｰｰｰ￣■￣■￣･ロー￣－－－■－－－･ロー~￣●ロー■|■■ローーローーー」

（２）学校運営の改善く学校教育課＞

○学校評議員制度の活用や学校評価の実施により、地域住民など外部から学校への理解や協

力を得るとともに、学校の教育活動を主体的・積極的に展開し、学校運営の改善に取り組ん

でいます。今後も、第三者による学校評価について、研究を進めていく必要があります

;.~~-.~.~~~~~.-.~~~.~￣~~.~~~~~~~~~~~~~.~.~~~~-.~~~~~.~~~~~~~､－．－－~--.-.-~~~￣~~~.~.~~~~~~￣~.~~￣~~￣~１
１◆計画期間の主な事業実績

｜・全ての県立学校で学校評議員から意見を聞くための会議の開催

ｉ・全ての県立学校で自己評価、学校関係者評価を実施し、ホームページで公表’
1-.---.....-.－－．－－－．－．．－－－－－--....---.----...－．－－－－－－－－－－－－－－‐－－－－－－－－－－．－－－．．口.－．－－－－．．．．－－」

（３）学校施設の整備く教育総務課、学校教育課＞

○学校は子どもたちが多くの時間を過ごす「学習の場・生活の場」であり、耐震改修工事の

実施や防犯カメラの設置などにより安全で安心な学校の環境整備を推進しています。今後も

耐震化工事や老朽化した学校施設の改修を計画的に実施していく必要があります。

○県立学校における実験実習、教科指導、特別活動指導等の円滑な実施のため、必要な機器

等の整備が進んでいます。

実に努める必要があります。

○教育用コンピュータ等の整備や教育情報ネットワークの運用を適切に実施し、生徒の`情報

１９



ざ

Ｐ

活用能力の育成に資する環境整備を行っています。

○教育情報ネットワークの次期更新時に、県の情報システムサーバと統合を図る必要があり

重土9－

|◆計画期間の主な事業実績

｜・耐震改修工事の実施（7校で完了）
｜・特別支援学校の児童生徒増加への対応（３校で増築）

｜・学校施設改修工事の実施

｜・外部侵入者防止のためのﾌｪﾝｽ補修や防犯ｶﾒﾗ設置増設への対応('4校で｜
｜防犯カメラ新設）

｜、教育情報ネットワークの更新(平成24年度）
０．－．－．－－－－－－－－－口－－－－－．－－－．－－－．－－－．－－－．－－－．－－－．－．－．－．－．－．－．－．－－-----.-.---．＿い－句－．－－－－－－－－－⑪－－－．－－－．－－－．---.-J

（４）安全・安心な学校・地域づくりく防災危機管理局、県民活動生活課、交通政策課、スポ

ーツ健康課､警察本部＞

○不審者被害の防止のため、県内26,000人以上のスクールガードによる見守り活動が行わ

れるとともに、危機意識を高める研修会の実施により、緊急時の体制整備や危機管理マニュ

アルの充実が図られています。
0

○通学路点検を実施し、警察、道路管理者、学校関係者の連携のもと、危険箇所の改善が図

今後も定期的に通学路点検を実施し、交通事故防止を図る必要があります。られています。

○「学校防災の手引き」を参考に、各学校において学校防災マニュアルを作成し、地震災害

発生時において児童生徒の安全が確保できるよう体制整備がなされています。また、防災の

専門家によるアドバイスを受けたり、緊急地震速報受信システムを活用した避難訓練を実施

したりするなどして、防災教育の充実に努めています。

○今後も、教職員の意識向上、防災に関する知識の習得、体制整備を行うとともに、学校防

○小学校で実践的な防災・防犯学習を実施するため「地域で育む防災・防犯しがっこガイ

災教育のツールとして広く活用されるよう各学校での防災教育の柿ﾄﾞ」を作成しました。

○幼児交通安全指導者研修会や新入学（園）児の交通事故防止運動により、子どもの交通事

故防止に対する社会全体の意識が向上し、その結果、子ども（小学生以下）の交通事故は減

少しています。

○子ども見守り活動に携わるボランティアに対して研修会を実施するとともに、複数のボラ

ンティア団体・学校等と連携を図り、地域全体で子どもを見守る体制を構築しています。ま

た、ボランティアによる子どもに対する被害防止教室を実施し、子どもの危機予測・回避能

力の育成を進めています。 今後、ボランティアが自立して活動できるよう、活動に必要な犯

、ランプ アにスムーズに伝達一に提タイムリ るための

：ツトワークづくりが必要です。

2０



|◆計画期間の主な事業実績

｜・小学校教員向けの学習支援マニュアル「地域で育む防災．防犯しがっこガイｉ

Ｉド」の作成（平成23年度）

｜・防災教育取組校(小学校)の支援の実施(平成24年度）’
１．地域ぐるみの学校安全体制の整備事業の実施

スクールガードによる見守り活動の実施

スクールガード・リーダーによる巡回指導の実施

｜・学校安全教室指導者講習会の実施
｜・学校安全マップの作成

｜・子ども・女性.高齢者等を守る犯罪多発警報等の発令要領の作成(平成23年’
１．

’度）
｜・警察、道路管理者、学校関係者の３者による通学路点検の実施

｜・学校防災の手引きの作成.配布

｜・実践的防災教育総合支援事業の実施

（５）修学の経済的支援く総務課、学校教育課＞

○高等学校向け奨学資金や定時制通信制修学奨励金の貸し付けを実施し、経済的理由により

高等学校等への進学が困難な生徒へ支援を行っていますが、近年の経済・雇用情勢のもと、

これまでの貸与型の経済支援制度が卒業後の若年者層の経済的負担となることが心配されま

す。

○私立高等学校については、高等学校等就学支援金の導入により、保護負担軽減補助事業と

併せて、授業料負担軽減を図っています。

した見直しが必要となっていま

'--.--.------------.-…-－－－．－－－．-.-----.-----~￣~~~－－．－－－－￣･￣･￣~￣~￣~￣~----￣･~.~一.~－．．－－－－~－１

i◆計画期間の主な事業実績

｜・高等学校奨学資金等の貸付

｜・滋賀県高等学校授業料減免事業等支援臨時特例基金設置(平成21年度）
｜、私立高等学校生の授業料無償化の範囲を市町民税所得割非課税世帯まで拡大ｉ

Ｉ（平成22年度）

｜・被災者就学支援補助金の創設(平成23年度）
,、－．－ニーーーー＝＝=＝－．－．－口－．－－－．－．－ｓ-．－－－－－．－－－－－．－－－－－．－．－－－－－．－．－－，－－－－－－－．－．－－－－－つ-----.-.-..---.,..,口-.－．－．，－．－の－⑪U---J

（６）私学教育の振興く総務課＞

○私立学校の経常的経費の助成を通じて、私立学校経営の安定と保護者の経済的負担の軽減

を図っています。

○体験学習の推進やスクールカウンセラーの設置、預かり保育等の学校活動を支援し、新た

な教育ニーズに対応した各校（園）の取組の促進を図っていますが、時代の変化に即して助
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◆計画期間の主な事業実績

・私立学校振興補助金等の交付

○
Ｉ
０
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０
Ｉ
Ｉ
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成果指標・事業目標の状況２
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環境の変化

･学校評価ガイドライン(文部科学省)の改訂（平成22年度）

･平成24年に京都府亀岡市で、通学中の児童らの列に車が突っ込み10名の死傷者を出す交通

事故が発生。全国的に、通学路の交通安全対策の課題が浮上。

３

･高等学校の授業料無償化（平成22年度）

2２

指標・事業
当初実績

(～H20）
H24実績 H25目標

評価区分

H2１ H2２ H2３ H2４
所管

1６

学校支援ディレクター

がコーディネートした

学校数

27校

(H20）
93校 50校 Ａ Ａ Ａ Ａ 生涯学習課

1７ 学校評議員制度
全県立学校で実施

(H20）
全県立学校で実施 継続実施 Ａ Ａ Ａ Ａ 学校教育課

1８ 学校評価の実施
全県立学校で実施
(H20）

全県立学校で実施 継続実施 Ａ Ａ Ａ Ａ 学校教育課

1９
県立学校施設の耐腰化
率

65.4％

(H20）
77.2％ (H29100％） Ａ Ａ Ａ Ａ 教育総務課

2０

スクールガード（学校
安全ボランティア）の
登録者数

26.954人

(H20）
26,591人

26,000人体制を雑
持し活動を充実

巳 Ａ Ａ Ａ スポーツ健康腺



Ｉ子ども膳埼の「生きる力」を育む

６教育力を高める

１施策の展開と課題

（１）教員の実践力の向上く教育総務課、教職員課、学校教育課、人権教育課、総合教育セン

ター＞

○新学習指導要領で求められている教員の授業力、学級経営能力等の向上や、理科・情報・

特別支援教育等、専門職としての指導力向上を図る研修を実施するとともに、大学院や企業

などへの派遣研修を実施し、教職員の資質・能力の向上や自己研鍍への意欲を高めています。

○理科支援員の配置により、教員の指導力が向上するとともに、安全性の高い観察・実験や

児童の多様な考えを取り入れた授業ができるようになっています。

○人権教育に関する教職員研修や講座、人権教育研究大会等の実施により、指導者の人権に

対する正しい理解と認識を深めています。

○今後とも、教員に求められている研修を的確に把握し、授業力向上に一層効果的な研修を

実施し、教員の資質向上と思考力や表現力の向上を図っていく必要がありま

○教職員による体罰やハラスメント等の不祥事によって、教育・学校への信頼が失われるこ

のコンブライアンス意識を向上させていく必要があります。とのないよう、教職

Ｕ-.-.-.-･■■■－－．－．－．－－－■－．－－■－ｓ－．－や－－－□---0■･■■■－－－－－■－■－－－￣￣■￣の￣●￣●￣■￣ローーーロ■￣ﾛ■￣■￣ローーー●￣~￣■D￣●￣■１－●￣●￣~￣~-..-~￣~￣■￣■￣ﾛ■－－－０■句

|◆計画期間の主な事業実績
｜・指導力向上プログラムの実施

’・マネジメント研修として主幹教諭研修を実施（平成21年度）

｜，ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修(新校長､新教頭)にe-Learning研修を追加実施(平成23年度）｜
｜・教員研修体系のうち初任～３年までの若手教員研修の改善を検討

｜・理科支援員の配置（～平成24年度）

｜，明日の教育のための支援事業の実施（平成24年度～）
｜・体罰防止対策マニュアルの策定（平成24年度）！
’

（２）優秀な人材の確保く教職員課＞

員る等象Ｉ「ッ」

るほか他府県にてし-,

る優秀な人材の確保

る’

師塾」の講座の充実や、高校教員を目指す大学将来を担う人 傍

生等を対象としたコースの新設などに取り組む必要があります上

一・~－－－~.~~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~￣~－－~~､－－－－．－－－－~￣~￣~￣~￣~￣~－－－－.￣￣~.~~￣~￣~-.....1..-~－－１

１◆計画期間の主な事業実績
！.「滋賀の教師塾」の入塾者定員の拡大（平成21年度～23年度）

2３



正

（３）教職員の適正な配置く教職員課＞

○教職員の郡市間交流など、広域的な人事交流を促進しています。また、法改正により教職
や

員の人事における地方分権化が促進されていることから、 の人事権移譲

て研究を行う必要がありま

○副校長や主幹教諭の職を配置したことにより、学校のマネジメント機能の強化、管理職や

他の教員の負担軽減、児童生徒と向き合う時間の拡充等につながっています。今後は、校長

から副校長への、教頭から主幹教諭への職務権限の移譲とこれらの職に適した人材の育成が

必要です。

－－.~－－－.~~~~~~~~~~~~~~~~~~-.--~---~－．－－~~~~~､－－~--.~~~~~~~~~~~~-.--.-~．~~~~~~~~￣－－~~~.‐~~~-11◆計画期間の主な事業実績

｜・県立学校に副校長を配置(平成21年度~）
｜・小・中・県立学校に主幹教諭を配置
１－．－．－．.ﾛ.--.-.-.---.－．－－－口-－－．－．－．－－－■-－－．－－－－－．---.－－－句一・－．－－－■－－－－－－－．－．０－．－－－－－－－－－．－口－口.■･･一色一ロー■－■－■－．．－－－，－J

（４）人事評価制度の導入

○評価者研修会、評価ｉ

欲喚起が図れています。

導入く教職員課＞

評価システム研修会等の実施により管理職の制度理解が進み、教職員の意

見等に対応していくためのシステムの構築等が必要です。

１－－－．－~￣￣￣･･･￣－－．－－~－－．－~￣~￣~￣~----.--.-.-.-~￣~-.-~￣￣￣~－口一一一一一・－－－－－－．－．－－－‐－－－－－－．－－一一・－－－－－１

１◆計画期間の主な事業実績

｜・管理職対象に、評価結果を開示（平成22年度～）

｜・人事評価と勤務評定の報告様式を一本化（平成23年度～）

｜・人事評価に関する規則制定（平成24年度）
'－－－－－－－－－．－－．．－．．．．－－－－－－－－.---.-----.-.....-.......---.--.---.--------------...-.----------..----」

〆

（５）組織・チームの教育力の向上く学校教育課、スポーツ健康課、生涯学習課、総合教育セ

ンター＞

○スクールガードによる見守り活動や「しが学校支援センター｣、学校支援地域本部事業に

より、保護者や地域住民・企業等が学校を支援する体制が構築されています。（再掲）

"○子どもたちを取り巻く様々な課題の解決や、教員の多忙化などの状況を改善するためには

学校支援地域本部事業などを更に推進する必要がありま

○不登校、中途退学等の学校不適応児童生徒の問題、いじめ、暴力行為等の課題解決のため、

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクーリング・ケアサポーター、生

徒指導緊急特別対応指導員を派遣・配置し、校内指導体制、教育相談体制の充実を目的とし

た様々な取組を実施しています。

○いじめは子どもの命に関わる重大な問題であるという共通理解のもと、学校だけではなく

を防ぎ組織的な対応ができる校内体制を構築する必要があります。

2４



〃

●

｜◆計画期間の主な事業実績

Ｉ・生徒指導緊急特別対応事業の実施、’
１．しが学校支援センター推進事業の実施

｜・学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業の実施
､－－－－■－－－．－－－ロー■－－－■－－－－－－－=－．－－－－－ローーーーーー－．-－－－－．－－－■－－－■－－－－－ロー■－．－－－－－．－．－□－．－－－－－■－■－－－■－の－■－Ｃ－－－ｃ－■－－－J

（６）教職員の健康管理く教職員課＞Ⅷ

○定期健康診断等の的確な実施と受診勧奨に努めるとともに、受診結果に基づく事後措置や

保健指導を実施し、教職員の健康管理に努めています。また、メンタルヘルス対策について

は、教育啓発や相談事業の実施、復職への支援等に総合的、体系的に取り組んでいますが、

病気休職者の約６割は精神疾患が原因となっていることから、取組をさらに充実させる必要

があります。

時間外労働の縮減に向けた取組を引き続き進める必要があります。○

「－－－－．－－－．－－．－－．－－－－．－－－．－－－．－￣－．－－．－~￣￣---~￣~－－．－．－－．－.－－．－－－．－~￣~－．－－･_~￣~￣~￣￣-.-1

1◆計画期間の主な事業実績

｜・長時間労働対策の実施

｜・メンタルヘルス対策の推進

｜・教員の超過勤務縮減に向けた取組事項の策定
１．－－－－－口-----口-－－－－．-..-----..-口---..-------－－－－－－－－－－－－－□－－－．－．－口－．－－－－－－－－－－－．－－－．－．－．．－－．－．－－口.－－－－－－．－－－」

２成果指標・事業目標の状況

吋価区分

Ｈ２１Ｈ２２Ｈ２３Ｈ２４

１２

２２

３環境の変化

○教職員の人事における地方分権化の促進（学級編制の届け出、市町費負担教職員の配置）

2５

指標・事業
当初実績

(～H20）
H24実績 H25目標

評価区分

H2１ H2２ H2３ H2４
所管

2１

総合教育センターの研

修露座に対する受瀦者

の満足度（全研修講座

５点満点の平均）

4．５６

(H20）
4．５８

より高い点数を目

指す
Ａ Ａ Ａ Ａ

総合教育
センター

2２
｢滋賀の教師塾｣卒塾者
数

124人

(H20）
163人 200人 Ａ Ｂ Ａ Ｂ 教職員課



、

１施策の展開と課題

（１）子どもを安心して育てることのできる環境づくりく子ども・青少年局＞

○子育て支援環境緊急整備事業や放課後児童クラブ施設整備等により、県内の保育所や放課

後児童クラブが大幅に増加しています。

○家庭的保育推進事業等により、県内の家庭的保育事業の普及が図られています。また、ほ

っと安心子育て支援事業等により､－時預かり事業の普及が図られ、利用者も大幅に増加し

ています。

○今般成立した子ども・子育て関連三法により、今以上に子育て支援における市町の役割が

にあった子育て支援施策が図られるよう、市町と連携し、法に基づく計画策定等に取り組む

必要があります。

●￣■‐■■■■■■■￣■■■￣￣￣■■■■￣■■■■■ロー●￣●￣■P￣■■■■■■■■■￣■■■￣■■■、Ⅱ■■⑪￣●￣￣￣●￣■■■■●￣■￣￣■■■１■￣Ⅱ■■■■￣■■■￣Ⅱ■■■■￣￣￣■￣■￣￣-口■■■■￣●￣●■■■￣＝■￣■P■■■￣■■■牢■■■￣￣ロー●■■■●－－－￣■■■￣■■■■￣￣￣□￣C-

l◆計画期間の主な事業実績

Ｉ．「淡海（おうみ）子ども・若者プラン」の策定（平成21年度）ｉ
１．保育人材バンクの開設（保育人材確保構築事業）（平成21年度～）

ｉ、滋賀県児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備および運営に関する基準を定める｜
｜条例の制定(平成24年度）
■－￣￣■￣￣￣■￣●￣■￣･･￣■￣■￣￣￣｡￣￣---￣￣●￣･￣■１－｡￣●￣■￣･･￣￣￣■￣■￣￣￣￣￣￣－，－￣￣■￣｡￣￣￣■￣■￣●￣■￣￣￣￣￣￣－，－●￣●￣■￣￣￣■－－－＝＝＝＝＝＝＝●￣￣￣ロー￣＝

（２）子どもが健やかに育つ環境づくりく子ども・青少年局、警察本部＞

○児童虐待の未然防止から早期発見･早期対応、保護･ケア、親子関係の修復･家族再統合や

子どもの自立までの切れ目ない支援が、市町･関係機関および県民との連携により推進され

ていますが、

○青少年の非行防止、健全育成に向けた環境浄化活動、非行等の問題を抱える少年の立ち直

非行の低年齢化、立ち直り

支援の長期化の傾向に対応し、関係機関の連携による取組を更に強める必要があります

○ヤングボランティア・外国人ボランティアをはじめ、各種防犯ボランティアに対する物的

支援や研修会を実施し、ボランティアが活動しやすい環境をつくることにより、子どもが心

身ともに健やかに育つ環境づくりに努めています。

て活動することができるよう育成をすすめるとと’

ボランティアを側面的に支援し、自立し

葺成をすすめるとともに、防犯情報等の必要な情報がボランテ

ア等にスムーズに伝達できるよう充実した トワークを構勢 していく必 がありま見●

|◆計画期間の主な事業実績『.~．､-.-.-.．~.､-..-..~..~..~..~..--.-..~..~…~..~.~..~..~..~..~..~..~..~..~..~.~..~..~..~..~..~..－.~.･-..-..~..~,.-..-..-..-..-..-.－．.~..~..~..~..~.－.ｉ

ｌ・｢淡海（おうみ）子ども・若者プラン」策定（平成21年度）

！.「滋賀県児童虐待防止計画」の全面改定(平成２１年度）

｜・全市町で要保護児童対策地域協議会が設置(平成22年度）而
も･－．．－．．－－－．.－．．－･■一･･-.■＝■｡,.＿...－－－－－－＝=－－=－=-＝＝＝－＝=-＝＝＝＝ニーーーーーニーーーーーーーーーーーーﾆﾆﾆｰﾆｰﾆﾆﾆﾆｰﾆｰ－－－＝＝..－.｡＝ニニーニニーー＿=Ｐ

2６

Ｚ社会全体で子とも｡育ちを支える



０

~.~..~.~~~､－．－~－－.~-..-..-.--..~.~~.~.､－．－－…~.､-.-..~－．.~.．~.｡~..~･-..-..-.-..-.~.~~~~.~~､---..-..~..~.､－．－－~－.~.~.~-.~￣~..~･ｉ
ｌ・有害図書等の自動販売機無設置を実現(平成22年度）

｜・子ども・女性・高齢者等を守る犯罪多発警報等の発令要領の策定（平成23年｜
ｉ度）
L_－－．－．．－－－－－＝＝一一一一一一－－－－－－－－－－－_.．－－－－－－－－－－一一一=－－ｉ

（３）家庭教育や子育てをみんなで応援する社会づくりく子ども・青少年局、教育総務課～生

涯学習課＞

○家庭教育活性化推進事業や企業内家庭教育促進事業、家庭教育支援活動などの取組により、

身近な地域や職場等における家庭教育支援の環境づくりを進めていますが、これらの取組を

lき続き推進する必要があります。

○県民の滋賀の教育に対する関心を高めるため、「滋賀教育の日」を中心に啓発事業等を実

教育の日そのものが県民の十分な認識に至っていない状況が見られること施していますが、

から、一層の周知が必要で了

○淡海子育て応援団事業や「子育て三方よしコミュニティ」推進事業等により、地域・団

体・企業といった様々な主体による子育て支援の取組が進められています。

○今般成立した子ども・子育て関連三法により､_今以上に子育て支援における市町の役割が

市町４月に予定されている同法の本格施行に向け、大きくなることから、今後、瓦

の子育て町における地域・団体・`企の特徴にあった子育て支援施策が図られるよう

支援の普及について、市町と連携して取り組む必要があります。

１－－－~－－－~~~~~~~~~~~---.------.一－-..~－．－.~￣~~~~~~~~~－－－－－．－－~－－.~￣￣.￣~￣.￣－－－１

１◆計画期間の主な事業実績

１.「淡海（おうみ）子どもｑ若者プラン」策定（平成２１年度）

｜・家庭教育活性化推進事業の実施
｜・企業内家庭教育促進事業の実施

｜・｢早寝・早起き・朝ごはん」県民運動の推進
O－－．－．－－－．－．－－－－－□－－－．－．－．－－－．－．－．－－■■■・－ｃ－－－－－Ｐ－－－－－Ｕ■_■－－－０■－１■－■－■－．－－－－－－－．－■－ﾛ■－－－０■-■－，■－－－■－，■－－－■－－－．－．－c‐■－J

（４）子どもの読書活動の推進く生涯学習課＞

○「先生のための子ども読書学習講座｣、「子ども読書ボランティア・ステップアップ講座｣、

「学校・図書館・ボランティアを結ぶ実践発表会」等の取組により、小・中・高校の読書率

学年が上がるにつれて読書率が低下する傾向があるため、高校生等のが向上していますが、

読書率向上に向けた施策に取り組む必要がありま

|◆計画期間の主な事業実績

｜・｢滋賀県子ども読書活動推進計画（第２次計画）の策定（平成21年度）

１・子ども読書学習講座の実施
し－．－－－．－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－□－－－－－－－．－．－．－－－－－－－－－．－－－－－－－－－－－－－－－－－」

（５）子どもの体験活動の推進く子ども・青少年局、生涯学習課＞

○自然体験活動指導者養成研修会を開催し、体験活動の指導者養成を行っています。体験活

動①充実に向け、さらに指導者のスキルアップを図ることが必要でラ

2７



ラ

●

○地域における体験活動の場として、通学合宿の取組が広がっています。 通学合宿の取組を

○しがこども体験学校推進事業により、子どもたちが、学校以外で様々な体験ができる環境

整備が一定図られています。 今後も長 ﾜﾄの時男

羨々な1本験

i･￣￣￣￣￣￣･￣￣￣－．－．－．－．－．￣￣＝￣－．－･￣白一・｡￣￣￣･￣･･･・・－．－．－．－￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣ロ－．－．－．－･￣￣￣■一一一一一・￣･￣￣￣￣￣￣－．－~－－･･－．－●￣￣￣￣￣￣￣￣

|◆計画期間の主な事業実績

｜・自然体験活動指導者養成事業の実施
!｡「淡海（おうみ）子ども・若者プラン」策定（平成21年度）
．－－----.-...-----－－－－－－－－－．－．－_….._－－－－－－－－．－－－－－--------------.－－－－－－－－－－－=＝！

２成果指標・事業目標の状況

評価区分

Ｈ２１Ｈ２２Ｈ２３Ｈ２４

３
４

２
２

環境の変化

･子ども・子育て関連三法の制定（平成24年度）

･新学習指導要領全面実施（小学校：平成23年度、中学校：平成24年度）

３

2８

指標・事業
当初実綱
(～H20）

H24実績 H25目標
評価区分

H2１ H2２ H2３ H2４
所管

2３
家庭教育協力企業協定の
締結企業数(企業内家庭教
育促進事業）

747社
(H20）

1,249事業所 11200社 Ａ Ａ Ａ Ａ 生涯学習課

2４ 通学合宿開催数
45箇所
(H20）

53箇所 50箇所 Ｂ Ａ Ａ Ａ 生涯学習課
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」

１施策の展開と課題

（１）学習環境の整備と活動支援く学校教育課、生涯学習課＞

○生涯学習の総合的な窓口である「しが生涯学習スクェア」や学習情報提供システム「にお

れつと」などによる学習情報の提供、淡海生涯カレッジや高等学校等開放講座の実施、高等

学校における科目履修制度や聴講制度などによる学習機会の提供により、県民の生涯学習の

支援が図られています。

○今後も、「におれつと」の内容充実や周知を図り、県民の学習ニーズに対応した学習情報

!◆計画期間の主な事業実績

｜・「滋賀の生涯学習社会づくり基本構想」の策定（平成22年度）

｜・「しが☆まなび☆発見！」の開催（平成24年度）

｜・「しが生涯学習スクェア」の運営

｜・学習情報提供ｼｽﾃﾑ｢におれつと」の整備充実一一------------------------－-----------－－－－－－－－－－－－--.----------－－－－－－－－－－-－－－－－－－．－－－－－」

（２）社会の課題についての県民意識の醸成く生涯学習課、関係各課（男女共同参画課、健康福祉

政策課、消費生活センター、平和祈念館、県警本部ほか）＞

○環境、人権、男女共同参画、多文化共生、平和、福祉などの社会の課題や消費者教育や防

災．防犯などについて、各種講座や研究大会の開催による学習機会の提供、学習教材の貸し

出しによる学習の支援、指導者の育成、キャンペーンの実施等を通じて、県民意識の醸成を

図っています｡

○県内の自治会や公民館、ＰＴＡや企業等からの要請に応じて県職員が出向き、職員の専門

的知識を生かした講座を実施することにより、より身近な地域での講座開催を支援し、生涯

学習の推進を図っています。今後は、

知識を生かした講座を拡充していく必要がありま

の施行を受け、学校との教育の推進に関する法絹向があるため、梢

連携の強化が求められま

○高齢者の参加型交通安全教室の開催、学生ボランティアによる高齢者訪問活動ぃ高齢者等

に優しい交通環境を目指す「思いやりゾーン」の設定などにより、高齢者による交通事故や

交通死亡事故が減少するなど、県民のより良い生活のための情報提供として効果が見られま

す。今後も､_交通安全教育内容の工夫や、県民への周知徹底に努めていく必要があります。

蝋~~~~~~~~~~~~~~~~~~.~~~~~~-.-.--.~－－－－．－－－．－－－－.~~~~~~~~~~~~-.~､－－－－－~.~~---~~~~~~~~~~~~~~１
１◆計画期間の主な尊;業実績

2９

３学びあい、支えあう生涯学習社会をつくる



守

Ｉ．「滋賀の生涯学習社会づくり基本構想」の策定（平成22年度）Ｉ．

’・地域で学ぼう「出前講座」の実施（平成24年度～）

｜・滋賀県平和祈念館の開館（平成23年度）

Ｉ．ふれあいチームによる交通安全教育の実施(平成23年度～）

｜・交通安全教育車｢近江ふれあい号｣の出動回数の増加(おしかけふれあい号事｜

｜業の開始)(平成24年度~）
｜・交通安全教育コンクールの開催(平成22年度～）

．Ｉ

１．思いやりｿﾞｰﾝを県下12箇所に設定｡ヒヤリハットﾏｯﾌﾟの作成や危険箇所の｜

｜点検活動等を実施(平成23年度~）
｜・交通死亡事故多発時等の緊急メッセージ事業の実施（平成24年度～）
U-－－－－－．---.－－－－－－－－－－－－－－－■－■－－－－－．－．－．－■－．－■－．－■－Ｃ－Ｃ－●－■－－＝■－－－－－－－－－ロー■－－－■－－－ローロー■－~￣｡￣￣￣￣￣■￣■＝■￣￣￣■－－－」

（３）地域共生の仕組みづくりく県民活動生活課、障害福祉課＞

○多様な主体が連携して課題解決に取り組めるよう、意見交換の場を設けるとともに、企業

人に対し、市民活動への参加のきっかけを提供しています.

○淡海ネットワークセンターにおける相談事業や助成事業を通じ、市民活動団体の基盤づく

りに一定貢献するとともに、モデル的ＮＰＯの創出が見られます。

○企業・事業所に対しては、滋賀労働局と連携しながら、障害への理解や雇用の促進、就業

上の配慮を進めるため、障害者雇用優良事業所等の表彰や就職面接会の実施、各種助成金制

度など事業者が活用できる諸制度の積極的な周知などを進めました。

○ＮＰＯ法、寄付税制の改正など制度面での改善が行われ、市民活動の役割、重要性がます

ます深まっています。 これらの環境変化やＮＰＯの抱えている諸問題に対応しつつ、ＮＰＯ

等の活動基盤の強化に努めていく必要があります。

i･￣~-.-￣￣￣￣￣￣~￣￣－．－．－．－・￣・￣・￣~－．－．－．－．－.￣~－．－．－．－．－口－－．－~－－.￣￣￣－．－－－ロー‐－－－－－－－－－－－－．．－●－．－●－－．－－－－‐－－－－－－

|◆計画期間の主な事業実績

｜・協働ふらっとカフェの開催
ｉ・「企業人を地域活動に誘おう」協働プロジェクトの実施
1．－．－．－．．－－．－－－－－－－－－－－－－－－．－．－－－－－－－－－-－－－－－－－．－－－－－－．．－－－－－．－．－．－．－．－．－．．－－□－－－－－－－－－口-－－．．－－－．－．－．－－－．
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■
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■
■
■
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｜
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■
■
■
■
■
■
■
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■
■
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（４）健康づくりと生涯スポーツの振興く健康長寿課、スポーツ健康課＞

○「健康いきいき２１－健康しが推進プランー」に基づき、「一次予防」の観点を重視した

県民の健康づくりの推進に取り組んできました。平成２４年度に当計画を「第二次健康いき

いき２１－健康しが推進プランー」として改定し、当該計画に基づき、県民一人ひとりが実

践する健康づくりを基盤に、生活習|償病予防及び重症化予防を推進するとともに、健康を支

え、守るための社会環境の改善をすすめていく必要があります。

○県の成人のスポーツ実施率（週に１回以上運動を行う人の割合）は、平成１８年度(2006

年度)の39.8%から平成２３年度(2011年度）の42.2%へと上昇してきていますが、まだ全国

各地域で身近に体を動かせるスポ平均値（45.3％平成２３年度）を下回っていることから、

－ツ環境として、総合型地域スポーツクラブの設立とクラ卍立とクラブの自立に向けた取組を引き続き

行う必要があります。

3０
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1.Ｗ子１期@○ ２４

･大学と市町やスポーツ関係団体との連携・協働を推進実、スポーツ指導者の育成、企賞

する必要があります。

○第７９回国民体育大会（平成３６年度)の招致に向け、 里のi軍動への貢詞iの廷

性化'一の体力、<必ヨーョ

i--.-.-.-----.-－-.-.-..-----~~.￣~－．－－~~~~~~~~-.---~~~-.---~￣~~~~~~~~~~.~－－~~~~~~~~~~~~~~１
１◆計画期間の主な事業実績

｜・｢健康いきいき２１－健康しが推進プラン」の改定（平成24年度）

ｉ・「滋賀県スポーツ推進計画」の策定（平成24年度）

｜・｢国体検討懇話会」の報告（平成24年度）
０．，－－－－－ｐ-----句一一一c－．－．－－－－－－－－－．．－－－．－．－．－．－Ｐ-－－－－－－．－．－．－．－－－．－．－．-．－．－－－－－－－－－－－－－．－．－．－－－．－－－．．－．－－－－－－－■－」

（５）地域の歴史や文化に親しむ機会の充実く文化振興課、モノづくり振興課、文化財保護課＞

○県立陶芸の森による創作体験プログラムの提供、びわ湖ホールの自主事業公演の実施など

により、県民が多彩な文化に触れる機会が提供されています。

○建造物や美術工芸品等の文化財の修理現場の公開や説明会等の実施、映像記録の制作、県

外での美術工芸品等の展覧会の開催を通じて、県内外に滋賀の仏教美術等の魅力を広く発信

しています。

○「近江水の宝」として６４の歴史遺産の選定や里山の整備、遺跡を生かした講座・探訪事

業の実施など、地域の歴史や文化に親しむ機会を提供しています。’

○未指定文化財の調査を進め、県内の文化財の現状をより詳しく把握し調査報告書を刊行す

ることで、身近な文化財について県民に周知しています。

○滋賀の文化財は県内に広く分布し、地域の人々の暮らしや風土、信仰と結びつき守られて

きましたが、一方で、地域の人々だけでは守りきれない厳しい状況にあります。文化財が、

地域で大切に守り伝えられてきたいわばＩ近江の文化財風土」を大切にし、地域の人々とと

もに文化:陸ぐしくみる必

○多様な手法を用いて歴史文化遺産を教育・学で活用し、広く県民_に学んでいただく

とともに、県民自らも担い手となって、文化財の価値や魅力を、守り、伝えてもらう必要が

あります。

術等の魅力を県内外で広く発信するとともに、既存博物館での特色ある事業の展○仏勃

○休館中の琵琶湖文化館の機能を継承するため、専門的な知識と経験に基づき、代替施設の

.､傭につい具体化図る必､要：あり

－－－~－－－－~－－~---~￣一一一一一・－---￣－－~￣~－－~￣~…･･---~￣~￣~￣~￣~－－－－．－－－－－－－~￣~￣~－－１

１◆計画期間の主な事業実績

｜・滋賀県文化振興条例の制定(平成2,年度）
｜、滋賀県文化振興基本方針の策定（平成22年度）

１．｢近江水の宝」の選定（平成22年度）

｜・近江の仏教美術等魅力発信.再生支援事業の実施(平成23年度~）~－－－~－－－－－－~－－－－－－－－●-－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－．------------－--.---------－－－－』
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｜・近江水と大地の遺産魅力発信事業の実施（平成23.24年度）

｜・里山と文化財が織り成す地域資産事業の実施（平成23年度～）

｜・近江の神と仏の「美」発信展覧会事業の実施（平成24年度～）

｜・滋賀県所在梵音具資料調査の実施（平成21年度～平成24年度）

｜・滋賀県民俗行事まるごと調査の実施(平成22年度~平成24年度）
｜・滋賀県文化財保存基金の設置（平成25年度）
'-.---....---.---.－－－－－．－－．－．．．．．－－--.---.----.-...---.－．－．．．－－－－．－－－－－－－．－－－－－－－－．－」

２成果指標・事業目標の状況

Ｉ

■
■
■
ロ

ロ
ロ
ロ
ロ

ロ
■
ロ
ロ

■
■

８環境の変化

・ＮＰＯ法の改正（平成24年度）

・消費者教育推進法の施行（平成24年度）

．「スポーツ基本法」の施行、「スポーツ基本計画」の策定（平成23年度）

・文化庁「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業」の施行(平成23年度）

・障害者基本法一部改正（平成23年度）

・障害者雇用率引き上げく民間企業1.8%→2.0%、国・地方公共団体等2.1%→2.3%、都道府県

等の教育委員会2.0%→2.2%＞（平成25年度）

3２

指標・事業
当初実紙

(～H20）
H24実績 H25目極

評価区分

H2１ H2２ H2３ H2４
所管

2５
県民１人が年間に借り

ている図讐冊数

9.4冊

(H20）
9.1冊 11冊 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 図書館

2６

滋賀県学習情報提供シ
ステム「におれつと」
へのアクセス件数

356万件

(H20）
2,922i８８３件

295万件

(500万件:当初目

標値）

Ｎ Ａ Ａ Ａ 生涯学習課

2７
総合型地域スポーック

ラブの活動の充実

11市５町に42クラ
プ設立

(H20）

12市4町に49クラ

プ設立
運営や活動内容の

充実・健全な自立
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ スポーツ健康隈

2８

スポーツを行っている
県民の割合（週１回以
上のスポーツ実施率）

45.2％

(H20）
45.8％ 50％以上 巳 Ｂ Ｂ Ｂ スポーツ健康課


